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平素は、当社の事業運営に格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

当社グループは、平成１７年４月２５日に福知山線列車事故を惹き起こし

た責任と重大性を重く受け止め、安全で安心・信頼していただける鉄道を

築き上げることに、グループを挙げて役員・社員が一丸となって取り組ん

でいます。

昨年３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」とその中核を

なす「安全考動計画２０１７」を策定し、「被害に遭われた方々に誠心誠意

と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組

み」、「変革の推進」の「経営の３本柱」を引き続き経営の最重要課題と

位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、当社グループの今後

の方向性として「めざす未来〜ありたい姿〜」を新たに掲げました。その

実現に向け、２０１７年度までの５年間を「確かな経営の土台をつくり上げ

る期間」とし、最優先となる「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」

と、「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの

事業戦略」について、重点戦略としてグループ一体となって取り組みを始

めました。

人口減少や対抗輸送機関との競合、自然災害の増加などに加え、今年

度は北陸新幹線金沢開業に向けた諸準備や大阪ステーションシティ・ノー

スゲートビルディング西館商業施設の抜本的見直し等、将来の成長に向

けたコストが先行するなど、厳しい経営環境が想定されますが、当社グ

ループ一体となって、新たな時代に向けた次の一歩を踏み出し、地域と共

に歩むとともに、中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、ご理解と一層のご支援を賜りますようお

願い申しあげます。

平成２６年５月

代表取締役社長  　
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事 業 報 告
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（１） 事業の経過及び成果　

①全般の状況

当社は、平成１７年４月２ ５日、福知山線 口・尼崎間において、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超える

お客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害に遭われた

方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」を「経営の

３本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。

当事業年度については、引き続き福知山線列車事故で被害に遭われた方々へ真摯に向き合い対応してまいりまし

た。「福知山線列車事故追悼慰霊式」を執り行うとともに、昨年５月には「安全考動計画２０１７に関するご説明会」、１１月

には「事故現場に関するご説明会」を開催しました。加えて、この事故を踏まえて設立した公益財団法人「ＪＲ西日本

あんしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づくり」に寄与する取り組みを実施してまいりました。

また、昨年３月に策定した「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」とその中核をなす「安全考動計画２０１７」の１年

目として、「経営の３本柱」を引き続き経営の最重要課題と位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、「め

ざす未来〜ありたい姿〜」を新たに掲げました。その実現に向け、「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」と、

「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの事業戦略」からなる重点戦略を現場起点での

一人ひとりの考動を通じて推進してまいりました。

特に、「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「安全考動計画２０１７」の具体的取り

組みをＪＲ西日本グループあげて取り組んでまいりましたが、残念ながら、昨年９月に作業中の協力会社の社員が亡

くなる労働災害が発生しました。速やかに再発防止策を講じるとともに、改めてＪＲ西日本グループ全体で「お客様

が死傷する列車事故ゼロ」「死亡に至る鉄道労災ゼロ」という到達目標の課題の重さを共有し、その実現に向けて決

意を新たに全力で取り組んでいるところです。

当社を取り巻く経営環境は、人口減少や対抗輸送機関との競合、自然災害の増加など厳しい現状が続いています

が、当社は中長期的な企業価値向上を目指し、地域の皆様との交流と連携を深め、ＪＲ西日本グループ一体でエリ

アに即した事業を展開することにより、鉄道の品質を高めるとともに非鉄道事業の拡大と新たな事業創造を促進す

るなど、持続的成長に向けた土台作りに取り組んでまいりました。

この結果、当事業年度の連結ベースの営業収益は前事業年度比２．５％増の１兆３，３１０億円、営業利益は同３．９％増

の１，３４５億円、経常利益は同７．９％増の１，１２９億円、法人税等を控除した当期純利益は同９．０％増の６５６億円と

なりました。

〈株主総会招集通知添付書類〉 
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②セグメント別の状況

〈運輸業〉

「安全考動計画２０１７」の具体的な取り組みとして、「安全・安定輸送を実現するための弛まぬ努力」を続けてまいり

ました。一例として、在来線における地震発生後の運転規制について、安全の確保を第一に、より的確な運転規制

となるように取り扱いを変更しました。また、「リスクアセスメントのレベルアップ」を進め、安全性の向上を図るとと

もに、「安全意識の向上と人命最優先の考動」に向けて、事故の教訓を体系的に学ぶために設置した「鉄道安全考

動館」における社員教育等の取り組みを進めてまいりました。さらに、東日本大震災の教訓を生かして制定した「津

波避難誘導心得」及びマニュアルに基づき訓練を実施するなど、地震・津波情報の伝達や避難を円滑に進めるための

取り組みを進めました。「安全投資」では、踏切設備の保安度向上、昇降式ホーム柵の試行などホームの安全対策

に取り組むとともに、地震・津波対策として、高架橋柱の耐震補強工事や山陽新幹線における逸脱防止ガードの整備、

避難用設備の充実等に引き続き取り組んでまいりました。また、運行管理システムの更新や折返し設備の新設・拡充

などの輸送品質向上の取り組みを順次進めています。

輸送面については、お盆期間や年末年始を中心に、新幹線及び在来線特急列車の増発を行った結果、新幹線・在

来線ともにご利用が好調でした。また、３月に実施したダイヤ改正で、新幹線では「のぞみ」「さくら」の運行体系の

一部見直しや「みずほ」の増発、在来線では特急「びわこエクスプレス」の増発等を実施し、利便性向上に努めました。

さらに、来年春に予定される北陸新幹線の金沢開業に向けた準備室を開設するとともに、昨年１０月に北陸新幹線

の列車名とそれぞれの運行体系の概要を決定し、１２月には一部区間で走行試験を開始しました。

一方、昨年は集中豪雨による鉄道被害が多く発生し、山陰本線、山口線及び三江線の一部区間においては現在も

不通を余儀なくされていますが、関係自治体と協議を進めながら、全力で復旧に当たっているところです。

営業面については、対抗輸送機関との競合を踏まえ、「スーパー早特きっぷ」等を発売するとともに、山陽・九州新幹

線相互直通運転のご利用定着を図るべく「リメンバー九州キャンペーン」や「名探偵コナン熊本・阿蘇ミステリーツアー」

等を展開するなど、新幹線のご利用促進に努めました。また、「広島県デスティネーションキャンペーン」を実施して全

国からの集客を図るとともに、「新北陸、発見！キャンペーン」や「Ｊａｐａｎｅｓｅ Ｂｅａｕｔｙ Ｈｏｋｕｒｉｋｕ」キャンペーンを実

施して北陸エリアへのご利用拡大に取り組むなど地域と連携した観光振興を推進しました。加えて、主要駅において

「訪日外国人向け無料公衆無線ＬＡＮサービス」を開始し、外国語ホームページに「ＪＲ西日本の使い方」として、お客

様からよくいただくお問い合わせを掲載するなど、訪日外国人向けサービスを拡充するとともに、「ジパング倶楽部」

会員向け商品の充実や６０歳以上を対象とした「ノリノリきっぷ」の発売等、シニア世代のお客様へのサービスの充

実に取り組みました。「ＩＣＯＣＡ」については、南海電鉄やＪＲ四国との連携などによるＩＣＯＣＡエリア拡大によりお客

様の利便性向上に努めました。

また、地域及び鉄道の持続的発展に資するため、地元自治体や企業などとの連携を深め、駅を中心としたまちづ
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くりや地域振興など「地域との共生」の実現に向けた

取り組みを推進しました。

バス事業については、利用動向に応じた輸送改善と

柔軟な価格設定の実施により、お客様の利便性向上

に努めました。

船舶事業（宮島航路）については、旅行会社への営

業活動等、収入の確保に取り組みました。

なお、鉄道オペレーションのシステムチェンジや防災

対策の強化を目指して、アジア航測㈱の株式を取得す

るとともに業務提携契約を締結しました。

この結果、運輸業の営業収益は前事業年度比０．８％

増の８，５１３億円、営業利益は同１．０％増の９１０億円とな

りました。

〈流通業〉

「ＪＲ大阪三越伊勢丹」では、独自性の高い商品や

サービスの提供に努めてまいりましたが、厳しい商環

境等を踏まえ、地域のお客様からご支持を得られるよ

うな店づくりに取り組みつつ、事業再生を目指した抜

本的な対策について検討を進めているところです。ま

た、三ノ宮駅に複合型コンビニエンスストア「アントレ

マルシェ」やファッション・雑貨店舗を、大阪駅に駅型

調剤薬局「駅クオール薬局ＪＲ大阪店」を、福山駅南口

に飲食店等をそれぞれ開業するなど、駅の魅力向上に向けた取り組みを推進したほか、ビジネスホテル「ヴィアイン

名古屋新幹線口」を開業しました。なお、山陰エリアにおいて異なる業種・業態を展開する連結子会社２社について、

より利便性の高い、魅力ある商業施設の開発・運営を目指し、昨年７月に合併しました。

この結果、流通業の営業収益は前事業年度比２．３％増の２，４０１億円、営業利益は４４億円となりました。

〈不動産業〉

昨年４月に完成した姫路駅ビルについて、既存の高架下ショッピングセンターのリニューアルも含めて新たに「ピオレ

姫路」として開業したほか、 駅の新駅ビルや東舞鶴駅ビル、下関駅ビル「リピエ」を開業しました。また、大阪環状

線改造プロジェクトの一環として玉造駅に「ビエラ玉造」を開業しました。さらに、新大阪駅「メディオ新大阪」のファッ
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ションゾーンや京都駅「ポルタ」、「ザ・キューブ」など

をリニューアルオープンするなど、駅及び周辺の開発

を推進しました。加えて、大阪駅周辺地区全体の活性

化を図るため、エリアマネジメント活動を周辺事業者

と連携して推進しました。このほか、社宅跡地等にお

けるマンション分譲や学校法人への貸し付け等に取り

組みました。

この結果、不動産業の営業収益は前事業年度比１２．５％

増の１，０２２億円、営業利益は同０．８％減の２７７億円と

なりました。

〈その他〉

ホテル業については、各種イベントの実施等による販

売拡大に取り組みました。旅行業については、インター

ネット販売の充実等を図るとともに、鉄道利用商品の販

売拡大に取り組みました。「Ｊ−ＷＥＳＴカード」について

は、オンライン入会サービスや初年度年会費無料キャン

ペーンによるカード会員の獲得に努めました。「ＩＣＯＣＡ

電子マネー」については、昨年３月からの交通系ＩＣカード

全国相互利用サービスを最大限活用するとともに市中

の大型商業施設への導入等ご利用いただける機会の

拡充に取り組んだほか、ＩＣＯＣＡ１０周年を記念して、

様々なイベントやキャンペーンを実施し、利用促進を行

いました。また、新幹線停車駅及び京阪神主要駅等の１２駅で、「レール＆カーシェア」を開始するなど、新たな事業

分野の開拓と育成を行いました。

この結果、その他の営業収益は前事業年度比６．８％増の１，３７１億円、営業利益は同４．０％減の１１８億円となり

ました。

（２） 設備投資の状況
当事業年度は、安全性の向上に資する設備投資を重点的に実施するとともに、サービス及び収益性の向上、輸送基

盤の整備等に資する投資を実施しました。
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当事業年度中の設備投資総額は、１，８９０億円であります。

ア．当事業年度中に完成した工事のうち、主なものは次のとおりであります。

・車両新造工事（新幹線１６両、在来線４０両）

イ．当事業年度末現在施工中の工事のうち、主なものは次のとおりであります。

・北陸本線富山駅付近高架化工事

・新駅設置工事（ＪＲ京都線１駅、山陽本線１駅、城端線１駅）

・新大阪駅コンコース等改良工事

・山陽本線広島駅改良工事

・車両新造工事（新幹線１２０両、在来線４両）

・京都鉄道博物館建設工事　

（３） 資金調達の状況
当事業年度は、債務償還及び設備投資の資金に充当するため、国内普通社債により１００億円、長期借入金により

６６２億円を調達しました。

（４） 対処すべき課題
当社グループは、福知山線列車事故の責任とその重大性を重く受け止め、安全で安心・信頼していただける鉄道を

築き上げるために全力で取り組んでいるところであり、昨年３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」とそ

の中核をなす「安全考動計画２０１７」を策定しました。中期経営計画では、従来からの「経営の３本柱」である「被害

に遭われた方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推

進」を引き続き経営の最重要課題と位置づけたうえで、「めざす未来〜ありたい姿〜」として、鉄道を持続的に運営す

る「私たちの使命」を果たすことと「地域共生企業」として地域の活性化に貢献することを新たに掲げました。その実

現に向け、基本戦略として、「安全」、「ＣＳ」、「技術」の３つにこだわり、４つの事業分野である「新幹線」、「近畿エリア」、

「西日本各エリア」、「事業創造」について、５年後の目標を掲げ方向性を明確にした上で、それぞれの戦略を推進する

とともに、「基盤づくり」を進め、社会の一員としての責任を果たすことで、長期持続的な成長を目指してまいります。

「経営の３本柱」の一つである福知山線列車事故で被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続きご被害

者の皆様のご意見等に真摯に向き合うよう努めてまいります。

「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「安全考動計画２０１７」の到達目標である

「お客様が死傷する列車事故ゼロ、死亡に至る鉄道労災ゼロ」等へ向け、ＪＲ西日本グループをあげて取り組んでま

いりました。

「お客様が死傷する列車事故ゼロ」に向けては、速度超過に起因する列車事故を防止するために運転士を支援する



7

装置や、万一列車事故が発生した場合にも被害の拡大を防止する地上・車上設備の整備等の対策を引き続き進めて

まいります。

一方、「死亡に至る鉄道労災ゼロ」については、作業中の協力会社の社員が亡くなる労働災害が発生し、改めて

「死亡に至る鉄道労災ゼロ」という課題の重さを認識することとなりました。今回の事故に至った原因をしっかりと分

析し、必要な対策を講じることで、同種事故を二度と発生させないよう取り組むとともに、残された計画期間である

４年間の具体的なアクションやプロセスを充実させることで、高い目標の実現に向けて、あらゆる努力を結集して取り

組んでまいります。

「ＣＳ」については、お客様に「ＪＲ西日本ファン」になっていただくことを到達目標とした上で、常にお客様を意識し

た事業活動が企業文化として定着した「顧客起点の経営」を目指し、お客様のニーズや期待にお応えしていくとともに、

輸送障害発生時の影響最小化と案内の充実等「輸送品質の向上」の取り組みを推進してまいります。

「技術」については、「安全」と「ＣＳ」を支えるための絶え間ない革新により、鉄道オペレーションのシステムチェン

ジを目指した技術開発を推進するとともに、技術者の育成やフリーゲージトレインの技術開発の前進等、技術による

課題解決を図ってまいります。

次に、「４つの事業戦略」の一つである「新幹線」については、安全性と信頼性のさらなる向上と競争力のある輸送

サービスの提供に努めるとともに、シニア世代や訪日観光客向けサービスを拡充し、新たな需要を創造してまいりま

す。また、来年春の北陸新幹線金沢開業に向けた諸準備を着実に推進するなど、人々の交流を促進し、新幹線のポ

テンシャルを高めてまいります。

「近畿エリア」については、さらなる安全の追求や徹底した安定輸送対策等により、お客様に繰り返しご利用いた

だける、輸送品質の高い鉄道をつくるとともに、「大阪環状線改造プロジェクト」による大阪環状線のブラッシュアップ

や平成２８年春開業予定の「京都鉄道博物館」の新設等により線区価値を向上し、都市の魅力を磨いてまいります。

「西日本各エリア」については、都市間輸送・都市圏輸送の安全性及び利便性向上を図り、デスティネーションキャン

ペーンを通じた観光振興や新たな寝台列車の導入等、「地域との共生」の視点でエリアに即した事業を展開するとと

もに、地域の皆様と持続可能な地域交通の実現を目指すことを通じて、エリアの良さや強みを活かしてまいります。

「事業創造」については、㈱セブン－イレブン・ジャパンとの駅店舗事業における業務提携などにより生活関連サービス事

業を拡大するとともに、拠点駅の開発の推進や大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディング西館商業施設の抜本的

見直し等を通じてグループ資産の価値を向上させるほか、新たな事業分野の開拓と育成により、事業創造の芽を伸ばして

まいります。

以上の戦略を達成させるために、あらゆる職場において課題に対して自律的に解決策を見出す「現場力」の向上や、

人材の確保・育成と働きがいの向上等、企業として健全に経営・運営するための「基盤づくり」の取り組みを具体化し

てまいります。
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また、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、ディスクロージャー、危機管理及び地球環境の取り組みを通じて、

社会の一員としての責任を果たしてまいります。

当社を取り巻く経営環境は、人口減少や対抗輸送機関との競合、自然災害の増加などに加え、北陸新幹線金沢開

業に向けた諸準備等、将来の成長に向けたコストが先行するなど、厳しい現状が続いております。このような中、当社

としては、「現場起点の考動」を通じ、グループ一体となって新たな時代に向けた次の一歩を踏み出し、地域と共に歩

みながら、中長期的な企業価値の向上を目指して取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

（５）財産及び損益の状況

区       分 第２４期
（平成２２年度）

第２５期
（平成２３年度）

第２６期
（平成２４年度）

第２７期（当事業年度）
（平成２５年度）

営 業 収 益（ 億 円 ） １２，１３５ １２，８７６ １２，９８９ １３，３１０

経 常 利 益（ 億 円 ） ６８９ ８２４ １，０４６ １，１２９

当 期 純 利 益（ 億 円 ） ３４９ ２９４ ６０１ ６５６

１株 当たり当 期 純 利 益（ 円） １８，０６６ １５２ ３１０ ３３８

総 　 資 　 産（億 円 ） ２６，７２４ ２６，４２９ ２６，１３７ ２６，８７８

純 　 資 　 産（億 円 ） ７，２１２ ７，３３５ ７，６８１ ８，０７３

（注）当社は、平成２３年７月１日付をもって、普通株式１株を１００株に分割するとともに、１単元の株式の数を１００株とする単元株制度を採用しました。１株当たり当
期純利益については、第２５期（平成２３年度）から、当該株式の分割を踏まえた額を記載しております。

●営業収益（億円） ●経常利益・当期純利益（億円）
経常利益
当期純利益

●１株当たり当期純利益（円）
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※ 上表欄外の（注）を参照
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（６）重要な子会社等の状況 （平成２６年３月３１日現在）

①重要な子会社の状況

会　社　名 資本金（百万円） 当社の持株比率（％） 主要な事業内容

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 ホ テ ル 開 発 １８，０００ １００．０ ホ テ ル 業

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 伊 勢 丹 １２，０００ 　６０．０ 百 貨 店 業

京 都 駅 ビ ル 開 発 株 式 会 社 ６，０００   　６１．４　（６１．９） 不 動 産 賃 貸 業

大 阪 タ ー ミ ナ ル ビ ル 株 式 会 社 ５，５００ ７４．４ 不 動 産 賃 貸 業

株 式 会 社 日 本 旅 行 ４，０００ ７９．８ 旅 行 業

中 国 ジ ェ イ ア ー ル バ ス 株 式 会 社 ２，８４０ １００．０ 旅客自動車運送事業

株式会社ジェイアール西日本デイリーサービスネット ２，３００ １００．０ 日用品雑貨等小売業

西 日 本 ジ ェ イ ア ー ル バ ス 株 式 会 社 ２，１１０ １００．０ 旅客自動車運送事業

天 王 寺 Ｓ Ｃ 開 発 株 式 会 社 １，８００ １００．０ 不 動 産 賃 貸 業

ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 不 動 産 開 発 株 式 会 社 ６２０ １００．０ 不 動 産 賃 貸 業

ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 商 事 株 式 会 社 ２００ ７９．８           　（ １００．０） 各 種 物 品 等 卸 売 業

株式会社ジェイアール西日本コミュニケーションズ ２００ 　６５．０（１００．０） 広 告 業

株 式 会 社 Ｊ Ｒ 西 日 本 テ ク シ ア １００ ５１．９           　    　（ ６９．１） 機 械 等 設 備 工 事 業

西 日 本 電 気 シ ス テ ム 株 式 会 社 ８１ 　５１．５ 電 気 工 事 業

（注） （   ）内の数字は、当社の子会社の持株数を含めた持株比率であります。

②重要な関連会社の状況

会　社　名 資本金（百万円） 当社の持株比率（％） 主要な事業内容

関 西 高 速 鉄 道 株 式 会 社 ７５，２８０ ２３．９　      （２４．１） 鉄 道 事 業

大 阪 外 環 状 鉄 道 株 式 会 社 １７，５９９ ２２．７（２３．５） 鉄 道 事 業

大 鉄 工 業 株 式 会 社 １，２３２ ３６．９ 建 設 事 業

広 成 建 設 株 式 会 社 ７８０ ２０．３ 建 設 事 業

（注）１．（　）内の数字は、当社の子会社の持株数を含めた持株比率であります。

２．大鉄工業株式会社については、同社が自己株式を取得し、議決権総数が減少した結果、当社の議決権比率が増加したことにより、平成２６年４月２４日に子会
社となりました。
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（７）主要な事業内容及び事業所（平成２６年３月３１日現在）

当社グループが営んでいる主要な事業内容及び事業所は、次のとおりであります。

①運輸業
鉄道事業のほかに、旅客自動車運送事業等を営んで

おります。 

・当社（大阪市 北区）

・中国ジェイアールバス㈱（広島市 南区）

・西日本ジェイアールバス㈱（大阪市 此花区）

なお、鉄道事業の概況は、以下のとおりであります。

事業所
キ ロ 程 駅　数

（駅）
車両数
（両）新幹線（㎞）在来線（㎞）合　計（㎞）

新幹線管理本部 ６４４．０ ８．５  ６５２．５ ３ ９９１

金 沢 支 社 —  （２８．０）
６３７．０　

（２８．０）
６３７．０　 １６４ ５８３

近 畿 統 括 本 部 —  ９４６．０ ９４６．０ ３３３ ３，５６９

和 歌 山 支 社 —  ２８２．５ ２８２．５ ８６ ０

福 知 山 支 社 —  ３３１．７ ３３１．７ ７１ １６１

岡 山 支 社 —  ６０１．０ ６０１．０ １５４ ３８０

米 子 支 社 —  ６０５．７ ６０５．７ １５４ ２３４

広 島 支 社 —  ９５９．３ ９５９．３ ２５７ ５９３

合　　計 ６４４．０ 　（２８．０）　
４，３７１．７　

（２８．０）　
５，０１５．７　 １，２２２ ６，５１１

（注）１．新幹線管理本部に、福岡支社を設置しております。また、近畿統括本
部に、京都・大阪・神戸各支社を設置しております。

２．（　）内の数字は、第三種鉄道事業（七尾線［和倉温泉・穴水間］）の別掲で
あります。また、近畿統括本部の在来線欄には、第二種鉄道事業２８．６㎞

（関西空港線［りんくうタウン・関西空港間］、ＪＲ東西線［京橋・尼崎間］及
びおおさか東線［放出・久宝寺間］）を含んでおり、それ以外は第一種鉄道
事業のキロ程であります。
第一種鉄道事業…自らの鉄道線路により運送を行う事業
第二種鉄道事業…他の鉄道線路を借り受けて運送を行う事業
第三種鉄道事業…鉄道線路を保有し、第二種鉄道事業者の運送の用に

供する事業

②流通業
大阪駅及び京都駅における百貨店業や、主要駅におけ

る物販・飲食業等を営んでおります。

・㈱ジェイアール西日本伊勢丹（京都市 下京区）

・㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット

（兵庫県 尼崎市）

・ジェイアール西日本商事㈱（大阪府 吹田市）

③不動産業
保有不動産等を活用した不動産販売・賃貸業や、ショッ

ピングセンター運営業を営んでおります。

・京都駅ビル開発㈱（京都市 下京区）

・大阪ターミナルビル㈱（大阪市 北区）

・天王寺ＳＣ開発㈱（大阪市 天王寺区）

・ジェイアール西日本不動産開発㈱（兵庫県 尼崎市）

④その他
保有資産を活用したホテル業や広告業、鉄道事業と相

乗効果の高い旅行業、各種工事業等を営んでおります。

・㈱ジェイアール西日本ホテル開発（京都市 下京区）

・㈱日本旅行（東京都 港区）

・㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

（大阪市 北区）

・㈱ＪＲ西日本テクシア（兵庫県 尼崎市）

・西日本電気システム㈱（大阪市 淀川区）
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（８） 使用人の状況　　　　  （平成２６年３月３１日現在）

セ グメント の 名 称 使用人数（前事業年度末比増減）

運 輸 業 ２８，２５６名（４２７名増）

流 通 業 ２，３４９名 （７７名減）

不 動 産 業 ９３４名　　（１名増）

そ の 他 １４，４６７名（３２９名増）

合 計 ４６，００６名（６８０名増）

（注）使用人数は、就業人員数を記載しております。

（９） 主要な借入先 （上位１０名）　 （平成２６年３月３１日現在）

借　　入　　先 借入金残高（億円）

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 ４６３

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 ３７５

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ ＦＪ 銀 行 ３１８

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 ２２０

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 １６０

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 １４０

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 １２５

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 １２０

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 １２０

株 式 会 社 り そ な 銀 行 １０１

２．株式に関する事項（平成２６年３月３１日現在）

（１）発行可能株式総数　　 ８００，０００，０００株

（２）発行済株式の総数　　 １９３，７３５，０００株
（注）１．発行済株式の総数には、自己株式６０６株を含んでおります。

２．平成２５年１０月２９日開催の取締役会の決議に基づき、平成
２５年１１月１５日に自己株式４，５２１，６００株（消却前の発行済株式
の総数に対する割合２．２８％）の消却を実施いたしました。

（３）株主数 １６０，１４ ９名

（４）大株主（上位１０名）

株　　主　　名 持株数（株） 持株比率（％）

日 本 マ スタートラスト 信 託 銀 行 株 式 会 社（信託口） ７，６０２，５００ ３．９２

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ６，４５０，０００ ３．３３

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 ６，４００，０００ ３．３０

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ６，３００，０００ ３．２５

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ５，５５３，０００ ２．８７

Ｊ Ｒ 西 日 本 社 員 持 株 会 ４，５２０，７００ ２．３３

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 ４，０００，０００ ２．０６

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 ３，２００，１００ １．６５

ＭＥＬＬＯＮ ＢＡＮＫ， Ｎ．Ａ． ＡＳ ＡＧＥＮＴ ＦＯＲ ＩＴＳ ＣＬＩＥＮＴ ＭＥＬＬＯＮ ＯＭＮＩＢＵＳ ＵＳ ＰＥＮＳＩＯＮ ２，３６０，２６４ １．２２

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ２，２５５，０５８ １．１６

（注）持株比率の算定にあたっては、発行済株式の総数から自己株式６０６株を除いております。

（注）「個人その他」には、自己株式６０６株を含んで
おります。

個人その他
１５８，４６０名
９８．９５％

その他の法人
９１６名　０．５７％

政府・地方公共団体
１名　０.００％

外国法人等
５６３名　０．３５％

金融機関
１７３名　０．１１％

政府・地方公共団体
１００株　０．００％

証券会社
３６名　０．０２％

個人その他
４５，５１８，７０８株

２３．５０％

その他の法人
１１，０４０，１０８株　５．７０％

金融機関
７４，４９３，６２５株
３８．４５％

外国法人等
６０，１４３，９０６株

３１．０４％

証券会社
２，５３８，５５３株　１．３１％

●所有株式数

所有者別分布状況
●株主数
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３．会社役員に関する事項 （平成２６年３月３１日現在）

（１）取締役及び監査役の氏名等
地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
（取締役会議長） 佐 々 木 之

取　 締　 役 石 川　　 正 弁護士法人大江橋法律事務所 特別顧問

取　 締　 役 佐 藤友美子 追手門学院大学地域文化創造機構 特別教授

取　 締　 役 村 山　 裕 三 同志社大学大学院ビジネス研究科 教授

取　 締　 役 齊 藤　 紀 彦 株式会社きんでん 代表取締役会長

取　 締　 役 宮 原　 秀 夫 大阪大学大学院情報科学研究科 特任教授
一般社団法人ナレッジキャピタル 代表理事、大阪瓦斯株式会社 社外取締役

代表取締役社長 真 鍋　 精 志 福知山線列車事故ご被害者対応に関すること

代表取締役副社長 山 本　 章 義 社長補佐全般、安全性向上に関すること
鉄道本部、安全研究所、構造技術室、建設工事部担当

代表取締役副社長 矢 吹　　 靜 社長補佐全般、創造本部担当

代表取締役副社長 来 島　 達 夫 社長補佐全般、変革の推進に関すること
福知山線列車事故ご被害者対応本部、総合企画本部、広報部、人事部、財務部担当

取　 締　 役 柴 田　　 信 ＩＴ本部、鉄道本部営業本部担当

取　 締　 役 堀 坂　 明 弘 福知山線列車事故対策審議室、企業倫理・リスク統括部、秘書室、総務部、監査部、東京本部担当

取　 締　 役 長 谷川一明 近畿統括本部担当

取　 締　 役 吉 江　 則 彦 鉄道技術の革新に関すること
鉄道本部技術部、鉄道本部新幹線統括部担当

常 勤 監 査 役 菊 池　 保 孝

常 勤 監 査 役 岩 崎　　 勉

監　 査　 役 宇 野　 郁 夫 日本生命保険相互会社 相談役、トヨタ自動車株式会社 社外取締役、パナソニック株式会社 社外取締役、富士急行株式会社 社外取締役、
小田急電鉄株式会社 社外監査役、東北電力株式会社 社外監査役、株式会社三井住友フィナンシャルグループ 社外監査役

監　 査　 役 勝 木　 保 美 勝木公認会計士事務所 公認会計士
住友精化株式会社 社外取締役、サカタインクス株式会社 社外監査役

（注）１．取締役石川正、佐藤友美子、村山裕三、齊藤紀彦及び宮原秀夫の５氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。
２．常勤監査役岩崎勉、監査役宇野郁夫及び勝木保美の３氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。
３．当社は社外役員（社外取締役及び社外監査役）全員を、上場している各金融商品取引所の定めに基づき独立役員として届け出ております。
４．監査役勝木保美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５．当社は日本生命保険相互会社と取引関係にあります。なお、その他の兼職先との間に特別の関係はありません。
６．平成２５年６月２１日開催の当社第２６回定時株主総会終結の時をもって、取締役曾根悟及び七川研二の２氏は辞任いたしました。
７．取締役村山裕三氏は、平成２６年４月１日付をもって、同志社大学副学長に就任いたしました。
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（３） 社外役員の主な活動状況
区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 石川　 　正 当事業年度開催の取締役会１２回の全てに出席し、必要に応じ、
主に弁護士としての専門的見地から発言を行っております。

佐 藤友美子 当事業年度開催の取締役会１２回の全てに出席し、必要に応じ、
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。

村山　 裕三 当事業年度開催の取締役会１２回の全てに出席し、必要に応じ、
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。

齊藤　 紀彦 当事業年度開催の取締役会１２回のうち１１回に出席し、必要に応じ、
主に経験豊富な経営者の観点から発言を行っております。

宮 原　 秀 夫 就任後開催の取締役会１０回の全てに出席し、必要に応じ、
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。

社外監査役 岩崎　 　勉 当事業年度開催の取締役会１２回の全てに、また監査役会１３回の全てに出席し、必要に応じ、
主に行政での豊富な経験をもとに発言を行っております。

宇野　 郁夫 当事業年度開催の取締役会１２回のうち７回に、また監査役会１３回のうち１０回に出席し、必要に応じ、
主に経験豊富な経営者の観点から発言を行っております。

勝木　 保美 当事業年度開催の取締役会１２回の全てに、また監査役会１３回の全てに出席し、必要に応じ、
主に公認会計士としての専門的見地から発言を行っております。

（４） 責任限定契約の内容の概要　
当社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、会社法第４２３条第１項の責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。

４．会計監査人に関する事項 （平成２６年３月３１日現在）

（１） 会計監査人の名称　
新日本有限責任監査法人

（２） 会計監査人の報酬等の額　

①当事業年度に係る報酬等の額	 １７４百万円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額	 ３７７百万円
（注）当社は、会計監査人との契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

（２） 取締役及び監査役の報酬等の総額
区　分 支給人員 支 給 額

取 締 役 １６名 ４６９百万円

監 査 役 ４名 ７６百万円

合 計 ２０名 ５４５百万円

（注） 社外役員９名に対する当事業年度に係る報酬等の総額は、８８百万円であります。
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（３） 非監査業務の内容　
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）

導入支援等を委託し、その対価を支払っております。

（４） 解任又は不再任の決定の方針　
当社は、会社法第３４０条第１項各号に掲げる事項に該当すると認められる場合その他会社が必要と認める場合

に、解任又は不再任を決定いたします。

５．業務の適正を確保するために必要な体制 （平成２６年３月３１日現在）	
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務の適正を確保する

ために必要な体制の整備に係る事項は、次のとおりであります。

（１） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
企業倫理の確立を図るため、「企業理念」に基づき、行動規範や倫理綱領を定め、役員がこれらを遵守し、率先し

て「企業理念」を実践することにより、誠実かつ公正な企業行動の基盤となる共通の価値観を醸成する。

また、社長を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、企業倫理の確立に関する重要な事項について審議・評価

を行い、取締役会へ必要な報告を行う。

さらに、社内の「倫理相談室」及び外部の弁護士を通報窓口として、法令又は企業倫理上疑義のある行為等につ

いて相談を受け付けること等により、内部通報制度の充実を図る。

反社会的勢力に対しては、統括部署等の設置及び対応マニュアルの整備を行うとともに、外部の専門機関と緊密

な連携を図るなど、毅然とした態度で臨み、関係を排除する。

取締役会については、原則として毎月１回開催し、経営上重要な事項について審議を行うほか、業務執行状況や

企業倫理に関する事項等について、適時、適切に報告を行い、職務執行について相互に監視等を行う。また、監視・

監督に特化する取締役と業務執行も行う取締役（執行役員兼務）を明確に区分し、複数の社外取締役を置くととも

に、社外取締役への情報伝達体制を充実することなどにより、企業経営の監視・監督機能を強化する。このほか、取

締役及び執行役員等の選考基準を明確にし、客観性、透明性を高める。

職務の執行にあたっては、稟議制など牽制機能が働く仕組みによるとともに各種委員会の設置等も適宜行い、透

明性を確保するほか、内部監査部門である監査部において、法令・規程の遵守等の観点から、会社の業務全般にわ

たる監査を実施する。

また、財務報告に係る内部統制の評価及び監査制度への対応にあたっては、内部監査部門による有効性の評価

を通じて、財務報告に係る内部統制の維持、改善を行い、財務報告の正確性と信頼性を確保する。

このほか、取締役及び執行役員等については、毎事業年度末に、職務執行に関して不正の行為又は法令等に違

反する重大な行為を行っていない旨等の「職務執行確認書」を提出する。



15

これらの取り組みにより、事業活動全般において、法令遵守をはじめとし、企業倫理を確立する体制の整備に

努める。

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等に従い、各担当部門において適切に作成、

保存及び管理を行うとともに、取締役及び監査役は、必要に応じて常時これらを閲覧できるものとする。

（３） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
平成１７年４月２５日、福知山線 口・尼崎間において、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超えるお客様を

負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしたことを厳粛に受け止め、二度とこのような事故を起こさないと

いう決意のもと、「企業理念」「安全憲章」に基づき、安全で安心・信頼していただける鉄道の構築に向けて取り組む。

平成１９年６月に公表された航空・鉄道事故調査委員会の福知山線列車事故に係る調査報告書に示された「建議」

「所見」等の指摘に着実に対策を講じる。さらに、平成２５年３月に策定した「安全考動計画２０１７」において掲げた、

「安全・安定輸送を実現するための弛まぬ努力」、「リスクアセスメントのレベルアップ」、「安全意識の向上と人命最

優先の行動」、「安全投資」に重点的に取り組み、安全のレベルを着実に向上していく。また、平成１８年１０月に施行

された改正鉄道事業法に基づき制定した「鉄道安全管理規程」のもと、安全管理体制の確立に努める。このほか、

社長を委員長とする「危機管理委員会」において、当社の経営に重大な影響を与える可能性のあるリスク及び危機

的事象の洗い出しを行い、マニュアルの整備、重要な対応方針等について審議・決定するほか、大規模災害等の重

大な危機発生時における初動体制の迅速な構築、適切な対策の実行に取り組むとともに、リスク管理の仕組みや体

制の点検、評価を行う。

これらの取り組みにより、事業活動全般において、適正なリスク管理が行われる体制の整備に努める。

（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
各部門を担当する取締役は、年度当初に取締役会で定められた事業全般に係る計画に基づき、当社における組

織・業務執行に関する規程等に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、それぞれの部門の施策等について、適

切な職務の執行に取り組む。

また、当社は、業務執行上の基本的事項を審議するため、代表取締役及び本社内執行役員等で構成する経営会

議を原則として週１回開催するとともに、執行役員制度を導入し、執行役員への権限委譲を行うことで、取締役会の

監視・監督機能の強化と意思決定の迅速化を図る。

（５） 企業集団における業務の適正を確保するための体制
「企業倫理委員会」での審議等を踏まえ、グループ全体の企業倫理の確立に向けた取り組みの方針を定めるととも

に、「危機管理委員会」において、グループ全体のリスク管理の基本的な事項等を定める。これらに基づき、グルー

プ各社において、委員会の設置や規程の制定等に取り組むことにより、グループ全体の企業倫理の確立及び適正な
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リスク管理に向けた体制を構築する。このほか、内部通報制度については、社内外に設置した通報窓口において、

グループ会社に係わる相談にも対応する。

また、グループ会社における経営上の重要な事項については、当社と事前に協議を行う体制を整備するとともに、

当社の役員等が重要なグループ会社の取締役、監査役に就任し、グループ経営の適法性及び実効性を確保する。

さらに、当社における内部監査として、必要によりグループ会社の事業運営に関する法令・規程の遵守状況等を確

認する。

「財務報告に係る内部統制の評価」についても、連結ベースでの業務が対象となることから、グループ全体の取り

組みとして推進する。

（６） 監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人については、監査役補助業務を専任する監査役スタッフを配置し、同スタッフ

は、監査役の指揮命令下でその職務を遂行する。

また、その人事異動、人事評価等に際しては、監査役の意見を尊重した上で決定する。

（７） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
監査役又は監査役会への報告について、取締役、執行役員及び使用人は、重大な事故、法令・定款に違反する行

為、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の発生等を速やかに報告するとともに、内部監査の実施状況、

「倫理相談室」に対する通報等の内容、社長特別補佐の取り組み内容、各部門の業務内容・課題その他監査役又は

監査役会が求める事項について、随時乃至定期的に報告する。

（８） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役監査の実効性確保について、取締役等は、監査役の重要な会議への出席、決裁書類等の重要な書類の閲

覧並びに監査役と内部監査部門、会計監査人との連携及び代表取締役等との定期的な意見交換その他監査役の

円滑な監査活動に必要な体制を整備する。

このほか、当社内の事業所を所管する部門が調整、連携し、現地における往査等を効果的、効率的に実施できる

よう努める。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成２６年３月３１日現在）

科               目 金         額

（資  産  の  部）  
流 動 資 産 ２９８，４１４

現 金 及 び 預 金 ５５，２０３
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ２０，７９４
未 収 運 賃 ３６，７２１
未 収 金 ５７，３６５
有 価 証 券 １８，０００
た な 卸 資 産 ４４，２１５
繰 延 税 金 資 産 １８，６２２
そ の 他 ４８，１２９
貸 倒 引 当 金 △　　　６３８

       
    

    
    
    

    
固　　　 定　　　 資　　　 産 　２，３８９，３９３

有 形 固 定 資 産 ２，１３５，１９９
建 物 及 び 構 築 物 １，０７３，８９０
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ２９２，７１０
土 地 ６５９，９４７
建 設 仮 勘 定 ７５，５２１
そ の 他 ３３，１２９

無 形 固 定 資 産 ３０，２４３
投 資 そ の 他 の 資 産 ２２３，９５０

投 資 有 価 証 券 ６７，３５９
繰 延 税 金 資 産 １２８，５２０
退 職 給 付 に 係 る 資 産 １，４６９
そ の 他 ２７，７３８
貸 倒 引 当 金 △  　　１，１３６

    
繰　　　 延　　　 資　　　 産 ８３
     

　
    

     
    　

     

    
    
資　　　 産　　　 合　　　 計 　２，６８７，８９０　

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科               目 金         額

（負  債  の  部）  
流 動 負 債 ５３９，５２０

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ５３，５４２
短 期 借 入 金 ２５，７５４
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 ２０，０００
１年 内 返 済 予定の 長 期 借入 金 ２５，６２５
鉄 道 施 設 購 入 未 払 金 ３８，０７３
１年 内 支 払予 定 の 長 期 未 払 金 ３１
未 払 金 １１８，１９８
未 払 消 費 税 等 ４，０６９
未 払 法 人 税 等 ２９，４１９
預 り 連 絡 運 賃 ５，０７７
預 り 金 ６６，６１５
前 受 運 賃 ５０，９９７
前 受 金 ２８，１６５
賞 与 引 当 金 ３５，９２１
ポ イ ン ト 引 当 金 １，４１８
そ の 他 ３６，６０９

    
固 定 負 債 　１，３４０，９９１

社 債 ４３９，９７５
長 期 借 入 金 ２８５，１８９
鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金 １７１，７９５
長 期 未 払 金 ９６
繰 延 税 金 負 債 ４０５
退 職 給 付 に 係 る 負 債 ３２６，８２３
環 境 安 全 対 策 引 当 金 １０，２０４
未 引 換 商 品 券 等 引 当 金 ２，５６８
そ の 他 １０３，９３４

     
     
負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 　１，８８０，５１１
 　

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 　７８６，８２８

資 本 金 １００，０００
資 本 剰 余 金 ５５，０００
利 益 剰 余 金 ６３２，１８７
自 己 株 式 △　　　３５９

    
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △　　２，９２０

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ３，４２９
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ５５７
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △　　６，９０６

    
少 数 株 主 持 分 ２３，４７０
純 　 資 　 産 　 合 　 計 ８０７，３７８

　
負 債 純 資 産 合 計 ２，６８７，８９０

（単位　百万円）
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連 結 損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

科               目 金        　 額

営 業 収 益 １，３３１，０１９

営 業 費
運輸 業等営業費 及び売上原価 １，０１５，１７４
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １８１，２５１ １，１９６，４２６

営 業 利 益 １３４，５９３

営 業 外 収 益
受 取 利 息 ５０
受 取 配 当 金 ４６５
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １，４４５
そ の 他 ５，８０７ ７，７６９

営 業 外 費 用
支 払 利 息 ２８，０５３
そ の 他 １，３４７ 　２９，４００

経 常 利 益 　１１２，９６１

特 別 利 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額 １５，９５５
収 用 補 償 金 ５，６０１
固 定 資 産 売 却 益 ２，１２５
そ の 他 ２，７０７ ２６，３９０

特 別 損 失
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 １３，９７２
収 用 等 圧 縮 損 ５，２２０
減 損 損 失 ５４
そ の 他 ８，４１６ ２７，６６４

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １１１，６８７
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 ４７，９６５
法 人 税 等 調 整 額 △　　３，３３９ 　４４，６２５

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　６７，０６１
少 数 株 主 利 益 　１，４２１
     
当 期 純 利 益 ６５，６４０

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　百万円）
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

株　　主　　資　　本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主
持　　分

純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰　延
ヘッジ
損　益

退職給付
に 係 る
調 整
累 計 額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 １００，０００ ５５，０００ ６０９，５０８ △２１，９９５ ７４２，５１２ ２，６７７ ４８８ −− ３，１６５ ２２，４９５ ７６８，１７４

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △２１，３１０ △２１，３１０ △２１，３１０

当 期 純 利 益 ６５，６４０ ６５，６４０ ６５，６４０

自 己 株 式 の 取 得 △ 　　　０ △ 　　　０ △ 　　　０

自 己 株 式 の 消 却 △２１，６４９ ２１，６４９ −− −−

持分法の適用範囲の変動 △　　　１２ △　　　１２ △　　　１２

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） ７５１ ６８ △ ６，９０６ △ ６，０８６ ９７４ △ ５，１１１

当 期 変 動 額 合 計 −− −− ２２，６７９ ２１，６３６ ４４，３１６ ７５１ ６８ △ ６，９０６ △ ６，０８６ ９７４ ３９，２０４

当 期 末 残 高 １００，０００ ５５，０００ ６３２，１８７ △ 　　３５９ ７８６，８２８ ３，４２９ ５５７ △ ６，９０６ △ ２，９２０ ２３，４７０ ８０７，３７８

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　百万円）
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貸 借 対 照 表
（平成２６年３月３１日現在）

科               目 金         額

（資  産  の  部）
流     動      資      産 ２０７，７９７

現 金 及 び 預 金 ４２，０１３
未 収 運 賃 ３８，５６４
未 収 金 ３０，７６３
未 収 収 益 ４，６９５
短 期 貸 付 金 ２１，０３６
有 価 証 券 １８，０００
貯 蔵 品 １３，１２４
前 払 費 用 ２，０３３
繰 延 税 金 資 産 １３，０１４
そ の 他 ２５，０３５
貸 倒 引 当 金 △　　　４８４

    

    

    
固　　　 定　　　 資　　　 産 ２，１８４，８２７

鉄 道 事 業 固 定 資 産 １，６４２，０１７
関 連 事 業 固 定 資 産 ７１，５８１
各 事 業 関 連 固 定 資 産 ５９，８３１
建 設 仮 勘 定 ７２，９４６
投 資 そ の 他 の 資 産 ３３８，４５０

関 係 会 社 株 式 １４０，３１０
投 資 有 価 証 券 １３，０１７
長 期 貸 付 金 ７３，４１１
長 期 前 払 費 用 ４，８２６
繰 延 税 金 資 産 １０５，８９９
そ の 他 ７，１６７
貸 倒 引 当 金 △　　６，１８２

    
    
    
    
    
    
    
   
       
    
    
    
資 産 合 計 ２，３９２，６２４

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科               目 金         額

（負  債  の  部）
流      動      負      債 ５４４，７１８

短 期 借 入 金 １６５，１９９
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 ２０，０００
１年 内 返 済 予定の 長 期 借入 金 ２３，４０３
鉄 道 施 設 購 入 未 払 金 ３８，０７３
１年 内 支 払予 定 の 長 期 未 払 金 ２４８
未 払 金 １２８，７２８
未 払 費 用 １８，６８４
未 払 消 費 税 等 ２，０８１
未 払 法 人 税 等 ２０，７５２
預 り 連 絡 運 賃 ４，８７３
預 り 金 １７，１５１
前 受 運 賃 ５０，７９４
前 受 金 ２６，１０６
前 受 収 益 ９７９
賞 与 引 当 金 ２６，７４８
ポ イ ン ト 引 当 金 ５４１
そ の 他 ３５３

   
固　　　 定　　　 負　　　 債 １，２０８，４１６

社 債 ４３９，９７５
長 期 借 入 金 ２７８，７８６
鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金 １７１，７９５
退 職 給 付 引 当 金 ２９５，０１３
環 境 安 全 対 策 引 当 金 １０，０４７
そ の 他 １２，７９７

    
負 　 　 債 　 　 合 　 　 計   １，７５３，１３４

　（純 資 産 の 部）　
株　　　 主　　　 資　　　 本 ６３６，６２６

資 本 金 １００，０００
資 本 剰 余 金 ５５，０００

資 本 準 備 金 ５５，０００
利 益 剰 余 金     ４８１，６２９

利 益 準 備 金 １１，３２７
そ の 他 利 益 剰 余 金 ４７０，３０２

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２１，８３４
別 途 積 立 金 ３６０，０００
繰 越 利 益 剰 余 金 ８８，４６８

自 己 株 式 △ 　　　　　２
    
評 価 ・ 換 算 差 額 等 ２，８６３

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ２，８６３
純　　 資　　 産　　 合　　 計 ６３９，４９０

負 債 純 資 産 合 計 ２，３９２，６２４

（単位　百万円）
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損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）　

科               目 金        　 額

鉄 道 事 業
営 業 収 益 ８５０，５２６
営 業 費 ７６０，３１３
営 業 利 益 ９０，２１３

関 連 事 業
営 業 収 益 ２３，１２５
営 業 費 １１，５６４
営 業 利 益 １１，５６０

全 事 業 営 業 利 益 １０１，７７３

営 業 外 収 益
受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 １，４５９
そ の 他 ５，１１５ ６，５７５

営 業 外 費 用
支 払 利 息 ・ 社 債 利 息 ２７，８３６
そ の 他 ５２１ ２８，３５７

経 常 利 益 ７９，９９１

特 別 利 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額 １５，９５５
収 用 補 償 金 ５，１８６
固 定 資 産 売 却 益 １，８５０
そ の 他 ８５２ ２３，８４５

特 別 損 失
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 １３，９７２
収 用 等 圧 縮 損 ４，９０８
そ の 他 ３，７５６ ２２，６３７

税 引 前 当 期 純 利 益 ８１，１９８
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３５，７９３
法 人 税 等 調 整 額 △　　　３，２７５ ３２，５１７

当 期 純 利 益 ４８，６８０

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　百万円）
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

株　　主　　資　　本 評価・換算
差  額  等

純資産
合　計

資本金

資　本
剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本
合　　計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金資　本

準備金
利　益
準備金

その他利益剰余 金 利　益
剰余金
合　計

固 定 資 産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 １００，０００ ５５，０００ １１，３２７ ２２，１３２ ３６０，０００ ８２，４４９ ４７５，９０９ △２１，６５１ ６０９，２５７ ２，３５２ ６１１，６０９

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △２１，３１０ △２１，３１０ △２１，３１０ △２１，３１０

当 期 純 利 益 ４８，６８０ ４８，６８０ ４８，６８０ ４８，６８０

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 １，０１３ △ １，０１３ −− 　−− 　−−

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △　１，３１１ １，３１１ −− 　−− 　−−

自 己 株 式 の 取 得 △ 　　　　０ △ 　　　　０ △ 　　　　０

自 己 株 式 の 消 却 △２１，６４９ △２１，６４９ ２１，６４９ 　−− 　−−

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） ５１１ ５１１

当 期 変 動 額 合 計 −− −− −− △　　２９８ 　−− ６，０１８ ５，７２０ ２１，６４９ ２７，３６９ ５１１ ２７，８８０

当 期 末 残 高 １００，０００ ５５，０００ １１，３２７ ２１，８３４ ３６０，０００ ８８，４６８ ４８１，６２９ △　 　　　２ ６３６，６２６ ２，８６３ ６３９，４９０

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　百万円）
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監 査 報 告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、西日本旅客鉄道株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人

に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実

施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、西日本旅客鉄

道株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

西日本旅客鉄道株式会社
取 締役会　御中

平成２６年５月８日

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　西　幹　男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴　田　芳　宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西　野　尚　弥
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本

当監査役会は、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第２７期事業年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、連結計算書類について取締役及び使用人等から報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　平成２６年５月９日　

　　　　　　　　

連 結 計 算 書 類 に 係 る 監 査 報 告 書

西日本旅客鉄道株式会社    監査役会

常勤監査役 菊　池　保　孝

常勤監査役（社外監査役） 岩　崎　　　勉

社外監査役 宇　野　郁　夫

社外監査役 勝　木　保　美
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会計監査人の監査報告書　謄本

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、西日本旅客鉄道株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月

３１日までの第２７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選

択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成２６年５月８日

西日本旅客鉄道株式会社
取 締役会 　 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　西　幹　男

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴　田　芳　宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西　野　尚　弥
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監査役会の監査報告書　謄本

以　上　　

　当監査役会は、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第２７期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人

等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制

の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、必要に応じて業務

及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果

　　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

　　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　平成２６年５月９日

監 査 報 告 書

西日本旅客鉄道株式会社    監査役会

常勤監査役 菊　池　保　孝

常勤監査役（社外監査役） 岩　崎　　　勉

社外監査役 宇　野　郁　夫

社外監査役 勝　木　保　美
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「 安 全 考 動 計 画 ２０１７ 」
（平成２５年３月策定）

〈ご参考〉

「福知山線列車事故のような事故を二度と発生させな

い。」これは、ＪＲ西日本グループの責務であり、変わら

ぬ決意です。

この決意のもと、ＪＲ西日本グループの鉄道サービスを

ご利用いただくお客様を安全に目的地までご案内すると

ともに、その業務に携わる誰もが大怪我や死亡に至るこ

とがないよう、安全のレベルを着実に向上させるために取

り組むべき行動を具体化したものが「安全考動計画」です。

この計画では、具体的な数値目標を掲げ、安全性向

上に向けて継続して取り組んでいくこととしています。

「お客様が死傷する列車事故ゼロ」「死亡に至る鉄道労災

ゼロ」を５年間を通じた目標に、「ホームにおける鉄道人

身障害事故３割減」「踏切障害事故４割減」「部内原因

による輸送障害５割減」を５年後の目標とし、この実現

に向けて「安全・安定輸送を実現するための弛まぬ努力」

「リスクアセスメントのレベルアップ」「安全意識の向上と

人命最優先の考動」「安全投資」の４つの柱に重点的に

取り組んでまいります。

「 ＪＲ 西 日 本 グ ル ー プ 中 期 経 営 計 画 ２０１７ 」
（平成２５年３月策定）

中期経営計画のあらまし

経営ビジョンを具体化するため、ＪＲ西日本グループの

「めざす未来 〜ありたい姿〜」を新たに掲げました。

「３つの基本戦略」と「４つの事業戦略」からなる

「重点戦略」を実行するとともに、

「基盤づくり」を進め、「社会の一員としての責任」を果たし、

これからの時代の

「新しいＪＲ西日本グループ」の実現に向けて、

「次の一歩」を踏み出します。

これからの時代の
「新しい JR 西日本グループの姿」

現在 未来

経営ビジョン

めざす未来 ～ありたい姿～

重点戦略

基盤づくり

事業活動を通じて西日本地域の活性化に貢献するために、
安全マネジメントにおいて卓越し、

お客様、地域、社会から信頼される企業グループをめざします。

「私たちの使命」を果たします。
「安全」「CS」とそれを支える「技術」にこだわり、

鉄道を社会基盤として持続的に運営する
使命を果たすとともに、安全で豊かな社会づくりに貢献します。

  ３つの基本戦略
安全 安全考動計画２０１７
C S 顧客起点の経営
技術 絶え間ない革新

 ４つの事業戦略
新幹線　 「高める」
近畿エリア　 「磨く」
西日本各エリア 「活かす」
事業創造 「伸ばす」

・技術力の向上
・コミュニケーションの改善
・ヒューマンファクターの理解と活用
・現場力の向上

・コンプライアンス
・ディスクロージャー

・危機管理
・地球環境

「地域共生企業」となります。
地域の皆様との交流と連携を深め、JR 西日本グループ一体で
エリアに即した事業を展開することにより、鉄道の品質を

高めるとともに非鉄道事業拡大と新たな事業創造を促進して、
地域の活性化に貢献します。

２０１３－２０１７

＋

＋

社会の一員としての責任

・人材の確保・育成と働きがい
・グループの一体化
・お客様、社会との連携

安全考動計画２０１７

■福知山線列車事故を心に刻み考動していく取り組み
■過去の事故や災害等から学ぶ取り組み

■運転取扱ルール、保守基準、
　作業手順の遵守と基本動作の
　実行

■安全・安定輸送を阻害する
　要因分析と効果的な対策実行

■現在の設備の機能を維持・向上するためのメンテナンス投資
■さらに高い安全レベルを実現させるための投資

■緊急事態に直面した際の
　人命最優先の考動

安全・安定輸送を実現
するための弛まぬ努力

■リスクの抽出
■リスクの評価と低減策の策定
■多面的分析の充実
■リスクの監視
■支援体制の整備

◆新技術による保安度向上
◆ホーム、踏切の保安度向上
◆減災
◆労働災害防止

◆技術力の向上

◆人材の確保・育成と働きがい

２０１７年度までの
５年間を通じた目標

お客様が死傷する列車事故 ゼロ
死亡に至る鉄道労災 ゼロ

ホームにおける鉄道人身障害事故 ３割減
踏切障害事故 ４割減
部内原因による輸送障害 ５割減

２０１７年度の
 到達目標

◆コミュニケーションの改善

◆グループの一体化

◆ ヒューマンファクターの理解と活用

◆ お客様、社会との連携

◆ 現場力の向上

重点
項目

リスクアセスメントの
レベルアップ

安全意識の向上と人命最優先の考動

安
全
投
資

中期経営計画・安全考動計画　基盤づくりの取り組み

JR西日本グループの安全マネジメントの確立

変化に伴う
リスク

未知の
リスク

安全を
実現する
ための
サイクル

抽出

抑え込み

分析・評価

低減策実行
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「 企 業 理 念 」・「 安 全 憲 章 」

安全を最優先する企業風土の構築に向けて、当社の目指すべき姿、全社員が共有すべき価値観等を示した「企業

理念」を制定し、平成１８年４月１日から施行しております。あわせて、最大の使命である安全の確保に向けて、社員

一人ひとりが具体的に行動を起こせるよう、安全に関する具体的行動指針として「安全憲章」についても大幅な見直しを

行いました。今後も引き続き、この「企業理念」「安全憲章」の具現化を図り、安全性向上、信頼回復に全力で取り組

んでまいります。

JR 西 日 本   企 業 理 念

１．私たちは、お客様のかけがえのない尊い命を

お預かりしている責任を自覚し、安全第一を

積み重ね、お客様から安心、信頼していただける

鉄道を築き上げます。

２．私たちは、鉄道事業を核に、お客様の暮らしを

サポートし、将来にわたり持続的な発展を図る

ことにより、お客様、株主、社員とその家族の

期待に応えます。

３．私たちは、お客様との出会いを大切にし、お客様の

視点で考え、お客様に満足いただける快適な

サービスを提供します。

４．私たちは、グループ会社とともに、日々の研鑽

により技術・技能を高め、常に品質の向上を

図ります。

５．私 た ち は 、相 互 に 理 解 を 深 め る と と も に 、

一人ひとりを尊重し、働きがいと誇りの持てる

企業づくりを進めます。

６．私たちは、法令の精神に則り、誠実かつ公正に

行動するとともに、企業倫理の向上に努める

ことにより、地域、社会から信頼される企業と

なることを目指します。

安 全 憲 章

私たちは、２００５年４月２５日に発生させた

列車事故を決して忘れず、お客様のかけがえの

ない尊い命をお預かりしている責任を自覚し、

安全の確保こそ最大の使命であるとの決意の

もと、安全憲章を定めます。

１．安全の確保は、規程の理解と遵守、執務の厳正

および技術・技能の向上にはじまり、不断の努力

によって築きあげられる。

２．安全の確保に最も大切な行動は、基本動作の

実行、確認の励行および連絡の徹底である。

３．安全の確保のためには、組織や職責をこえて

一致協力しなければならない。

４．判断に迷ったときは、最も安全と認められる

行動をとらなければならない。

５．事故が発生した場合には、併発事故の阻止と

お客様の救護がすべてに優先する。
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J R 西 日 本 グ ル ープ の 概 要
（平成２６年３月３１日現在）

当社グループは、当社、子会社１４２社及び関連会社１７社で構成され、その営んでいる主要な

事業及び企業集団の概要図は、次のとおりであります。

運　輸　業

〈鉄道事業〉
・嵯峨野観光鉄道㈱
・関西高速鉄道㈱※
・大阪外環状鉄道㈱※

〈旅客自動車運送事業〉
・中国ジェイアールバス㈱
・西日本ジェイアールバス㈱

〈船舶事業〉
・ＪＲ西日本宮島フェリー㈱

流　通　業

〈百貨店業〉
・㈱ジェイアール西日本伊勢丹

〈物販・飲食業〉
・㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット
・㈱ジェイアール西日本フードサービスネット
・㈱ジェイアールサービスネット広島
・㈱ジェイアールサービスネット岡山

・㈱ジェイアールサービスネット金沢
・㈱ジェイアールサービスネット福岡
・㈱ジェイアール西日本ファッショングッズ

〈各種物品等卸売業〉
・ジェイアール西日本商事㈱

〈その他流通業〉
・ＪＲ西日本山陰開発㈱

不 動 産 業

〈不動産販売・賃貸業〉
・京都駅ビル開発㈱
・大阪ターミナルビル㈱
・ジェイアール西日本不動産開発㈱

〈ショッピングセンター運営業〉
・天王寺 SC 開発㈱
・JR 西日本 SC 開発㈱
・京都ステーションセンター㈱
・富山ターミナルビル㈱

・㈱ジェイアール西日本クリエイト
・山陽ＳＣ開発㈱
・金沢ターミナル開発㈱
・神戸 SC 開発㈱
・中国 SC 開発㈱
・㈱和歌山ステーションビルディング
・㈱新大阪ステーションストア
・大阪ステーション開発㈱
・㈱京都駅観光デパート

そ　の　他

〈ホテル業〉
・㈱ジェイアール西日本ホテル開発
・㈱ホテルグランヴィア広島
・㈱ホテルグランヴィア大阪
・㈱ホテルグランヴィア岡山
・和歌山ターミナルビル㈱
・三宮ターミナルビル㈱

〈旅行業〉
・㈱日本旅行　

〈貸自動車業〉
・ＪＲ西日本レンタカー＆リース㈱

〈広告業〉
・㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

〈車両等設備工事業〉
・㈱ジェイアール西日本テクノス
・㈱ジェイアール西日本新幹線テクノス

〈機械等設備工事業〉
・㈱ JR 西日本テクシア

〈電気工事業〉
・西日本電気テック㈱
・西日本電気システム㈱

〈土木・建築等コンサルタント業〉
・ジェイアール西日本コンサルタンツ㈱
・アジア航測㈱※

〈清掃整備事業〉
・㈱ジェイアール西日本メンテック
・㈱ジェイアール西日本広島メンテック
・㈱ジェイアール西日本金沢メンテック
・㈱ジェイアール西日本福岡メンテック
・㈱ジェイアール西日本岡山メンテック
・㈱ジェイアール西日本福知山メンテック
・㈱ジェイアール西日本米子メンテック

〈情報サービス業〉
・㈱ JR 西日本 IT ソリューションズ
・鉄道情報システム㈱※

〈建設事業〉
・㈱レールテック
・大鉄工業㈱※
・広成建設㈱※

〈その他〉
・㈱ジェイアール西日本リネン
・㈱ジェイアール西日本総合ビルサービス
・㈱ジェイアール西日本マルニックス
・JR 西日本フィナンシャルマネジメント㈱
・㈱ＪＲ西日本カスタマーリレーションズ
・㈱ジェイアール西日本交通サービス
・JR 西日本ゴルフ㈱
・㈱ジェイアール西日本ウェルネット

（注）１．※は、持分法適用関連会社を示しております。
　   ２．大鉄工業㈱は、平成２６年４月２４日に子会社となりました。

西日本旅客鉄道㈱

お客様　及び　取引先
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株 主 様 向 け 施 設 見 学 会 開 催 の ご 報 告

　約１００名の株主様（及び同伴の方）をご招待し、近

畿地方を走る電車、気動車等の定期検査や清掃等を

行っている吹田総合車両所京都支所をご覧いただき

ました。

開催日：平成２６年３月１８日（火）・１９日（水）

開催地：吹田総合車両所京都支所（京都府向日市）

　初めに、ＪＲ西日本グループの経営概況や車両所の概要についてご説明を行った上で、車両所内をご覧い

ただき、ジャッキによる車体の上げ下ろし作業、主な車両装備品、在来線総合検測車や往年の特急列車の

ヘッドマークなどに加え、特急「サンダーバード」号の運転台をご見学いただきました。

　その後、特急「はまかぜ」号の車両にご乗車いただき、構内を移動しながら、仕業検査（パンタグラフや車

両床下機器の点検）、車両の清掃や洗車機による車体の洗浄などをご見学いただきました。参加された株主

様からは、「鉄道輸送を支えている人々の存在を改めて認識した」「これからも安全第一に頑張ってほしい」と

いったご感想やご意見をいただきました。

　今後も、多くの株主様に当社の取り組みをより知っていただき、末長くご支援いただけるよう、引き続きこの

ような見学会を実施してまいります。

当社の経営概況のご説明 車体上げ下ろし見学の様子 特急「はまかぜ」号車両での洗車機通過の様子
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お 知 ら せ

　当社では、株主・投資家の皆様にお役立ていた

だける情報を、ホームページ（「株主・投資家情報

（ＩＲ）」ページ）に掲載しております。

　同ページでは、最新のＩＲニュースや決算短信等

の資料を掲載するとともに、社長会見動画、財務・

業績情報、株主優待制度等、株主・投資家の皆様

の関心が高いさまざまな情報を提供しております。

また、「株主様向け施設見学会」や「個人投資家向

け会社説明会」の開催実績、株式関係のよくいただ

くご質問等、掲載する情報を充実させ、より分かり

やすい内容としておりますので、ぜひご覧ください。

「株主・投資家情報（ＩＲ）」ページ

http : //www.westjr. co. jp/company/ir/

検 索ＪＲ西日本　ＩＲ　 　

■ 株主・投資家向けホームページについて



33

株 主 優 待 制 度

　毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載された株主の皆様に対し、毎年５月下旬に以下のような「株主優待割引券」

（以下「優待券」という。）をご送付いたします。

○鉄道優待割引
１．送付枚数

保有株式数 鉄道優待券（通常発行）鉄道優待券（追加発行）
１単元（１００株）でも３年以上継続保有

   １００株〜     ２９９株 １００株ごとに１枚 追加はございません
   ３００株〜     ４９９株 １００株ごとに１枚 １枚追加

 ５００株〜     ９９９株 １００株ごとに１枚 ２枚追加
 １，０００株〜   １，０９９株 １００株ごとに１枚 ３枚追加

 １,１００株〜 １０,０９９株 １０枚＋ １,０００株超過分
２００株ごとに１枚 ３枚追加

１０,１００株〜 １９,９９９株 ５５枚＋１０,０００株超過分
３００株ごとに１枚 ３枚追加

２０,０００株〜         　　    １００枚 ３枚追加

２．割引率
・優待券１枚のご使用で５０% 割引
※２枚以上の同時使用はできません。

３．割引対象のきっぷ
・運賃……片道乗車券
・料金……特急券、急行券、グリーン券及び指定席券
・１枚の優待券で運賃と料金ともに割引となります。

４．割引対象の区間
・当社の営業路線内相互発着となる乗車区間とします。

５．取扱箇所
・当社の駅とします。
※当社係員がいない駅など、一部お取扱いできない駅があります。

○ JR 西日本ホテルズ優待割引
１．送付枚数

保有株式数 宿泊優待券  レストラン優待券
   １００株〜  １,０９９株 １００株ごとに１枚 １００株ごとに２枚

 １,１００株〜１０,０９９株 １５枚 ３０枚
１０,１００株〜１９,９９９株 ２０枚 ４０枚
２０,０００株〜        　　    ２５枚 ５０枚

２．割引率
・宿 泊 優 待……１泊１室の基本室料を３０％割引
・レストラン優待……５名様までのご飲食料金を１０％割引
※一部ご利用いただけないレストランがあります。

３．対象となるホテル
・ホテルグランヴィア京都、ホテルグランヴィア大阪、ホテルグラ
ンヴィア和歌山、ホテルグランヴィア岡山、ホテルグランヴィア
広島、奈良ホテル、三宮ターミナルホテル、ホテル「ホップイン」
アミング

○ヴィアイン優待割引
１．送付枚数

保有株式数 宿泊優待券
   １００株〜  １,０９９株 １００株ごとに１枚

 １,１００株〜１０,０９９株 １５枚
１０,１００株〜１９,９９９株 ２０枚
２０,０００株〜        　　    ２５枚

２．割引率
・１泊１室の基本室料を３０％または２０％割引

３．対象となるホテル
・３０％割引…ヴィアイン東京大井町、ヴィアイン秋葉原、ヴィアイン

新宿、ヴィアイン東銀座、ヴィアイン浅草、ヴィアイン
金沢、ヴィアイン名古屋新幹線口、ヴィアイン京都四
条室町、ヴィアイン心斎橋、ヴィアイン心斎橋長堀通、
ヴィアイン岡山、ヴィアイン広島、ヴィアイン広島銀山町

・２０％割引…ヴィアイン新大阪、ヴィアイン新大阪ウエスト、ヴィア
イン姫路、ヴィアイン下関

○ジェイアール京都伊勢丹・JR 大阪三越伊勢丹優待割引
１．送付枚数

保有株式数 お買物 レストラン・喫茶、美容室 写真室、貸衣装 駐車場
   １００株〜     ４９９株 １００株ごとに３枚 ３枚 １枚 ６枚
   ５００株〜  １,０９９株 １００株ごとに３枚 ６枚 ２枚 １２枚

 １,１００株〜１０,０９９株 ４５枚 ６枚 ２枚 １２枚
１０,１００株〜１９,９９９株 ６０枚 ６枚 ２枚 １２枚
２０,０００株〜        　　    ７５枚 ６枚 ２枚 １２枚

２．割引率
・お買物、レストラン・喫茶、美容室、写真室、貸衣装の各優待…
１０％割引

・駐車場優待…お買物による無料駐車サービス（通常２時間）を
１時間延長

３．対象となる店舗
・ジェイアール京都伊勢丹、JR 大阪三越伊勢丹（その他の店舗
及び「スバコ・ジェイアール京都伊勢丹」ではご利用できません）

○日本旅行優待割引
１．送付枚数　一律１枚
２．割引率（１枚で２名様までご利用可能）

・国内旅行商品「赤い風船」５％割引
・海外旅行商品「マッハ」５％割引、「ベストエクセレント」３％割引、
「ベスト」３％割引

３．対象となる店舗
・日本旅行の直営店舗（一部店舗を除く）
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